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はじめに 

世界に類を見ない少子高齢化の進展や厳しい財政状況の下で、我が国

の現状や直面する政策課題を迅速かつ的確に把握し、有効な対応策を選

択し、また、その効果を検証することの必要性はこれまで以上に高まっ

ている。 

欧米諸国では、客観的な証拠に基づくエビデンス・ベースでの政策立

案への取組が比較的進んできたのに比べ、我が国では、これまで、統計

の最大のユーザーである政府の政策立案において、統計や業務データな

どが十分には活用されず、往々にしてエピソード・ベースでの政策立案

が行われているとの指摘がされてきた。 

我が国の経済社会構造が急速に変化する中、限られた資源を有効に活

用し、国民により信頼される行政を展開するためには、政策部門が、統

計等を積極的に利用して、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ。エビデン

ス・ベースト・ポリシー・メイキング）を推進する必要がある。 

ＥＢＰＭを推進するためには、その証拠となる統計等の整備・改善が

重要である。また、ＥＢＰＭを推進することにより、ユーザー側のニー

ズを反映した統計等が一層求められ、政策の改善と統計の整備・改善が

有機的に進むことから、ＥＢＰＭと統計の改革は車の両輪として一体と

して進めていく必要がある。 

特に、ＧＤＰ統計を始めとした経済統計は、より正確な景気動向判断

や経済構造の把握を通じて、ＥＢＰＭを支える基礎となるとともに、国

民の合理的意思決定の基盤となるものである。情報通信関連技術の発展

や経済のサービス化などの環境変化に合わせ、統計のカバレッジの拡大

や生産物分類・産業分類の整備等を通じて、ＧＤＰ統計を軸として各種

経済統計を改善・拡充するとともに、新たなＧＤＰ推計への移行を図る

ことなどにより、ＧＤＰ統計の精度を向上していく必要がある。 

また、統計部門には、統計ミクロデータの更なる利活用を求めるユー

ザーのニーズが寄せられている上、行政記録情報やいわゆる「ビッグデ

ータ」を含む民間の保有する各種データなどの新しいデータ源を統計作

成に利活用するニーズも生じており、統計調査の実施と結果の公表を基
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本としたこれまでの枠組みを超えた対応や、統計部門の垣根を超えた対

応も求められているが、現行の業務体制はこうしたニーズに十分に応え

ているとは言い難い。  

さらに、各省分散型の統計作成体制の下、厳しい財政事情等を背景に、

国・地方における人員を始めとした統計リソースが減少を続け、人材の

育成が急務となっている一方で、プライバシー意識の高まり等により統

計調査への協力確保がますます困難なものとなり、統計調査における報

告者側からの負担軽減の要請も高まるなど、統計行政部門を取り巻く環

境が厳しさを増している実情がある。 

こうした実態や環境を改善し、今般の抜本改革を全うするには中長期

にわたる不断の改善努力が必要であり、本報告の取組はそのプロセスの

第一歩として位置づけるべきものである。 

本統計改革推進会議は、昨年末の「統計改革の基本方針」（12月 21日

経済財政諮問会議決定）に基づき、政府全体におけるＥＢＰＭの定着、

国民のニーズへの対応等の統計部門を超えた見地から推進するため、本

年１月に設置され、本会議の下に設置したコア幹事会を中心に、ＥＢＰ

Ｍの推進体制の構築、ＧＤＰの精度向上等経済統計の改善、統計システ

ムの再構築、統計部門の構造的課題への対応といった課題について、こ

れまで精力的な検討を行ってきた。本中間報告は、その検討の現状をま

とめるとともに、今後更に検討を深めるべき課題を整理したものである。 

今後、本会議としては、改革に必要となるリソースの在り方、分散型

統計機構の中での一体性確保の在り方、統計ミクロデータや行政記録情

報の利活用、今後の統計改革の推進体制等の残された論点について更に

議論を進め、５月中旬を目途に具体的な方針を取りまとめ、本夏の骨太

の方針に反映することとする。 
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１．ＥＢＰＭ推進体制の構築 

（１）基本的な考え方 

・ ＥＢＰＭの推進には、政策の前提となる関連事実と政策課題を的確

に把握するとともに、具体的政策の内容とその効果をつなぐ論理、

政策効果とそのコストの関係を明示することが欠かせない。このよ

うなＥＢＰＭの基盤をなすのが、統計を始めとする各種データ（統

計、統計ミクロデータ 1及び統計的な利活用を行うために用いられ

る行政記録情報 2をいい、それらのデータの利用や解釈を行うため

に必要な関連情報 3（メタデータ）を含む。以下「統計等データ」

と総称する。）などの客観的な証拠であり、政策課題の把握、政策

効果の予測・測定・評価による政策の改善と統計等データの整備・

改善が有機的に連動するサイクル（ＥＢＰＭサイクル）を構築する

ことが必要である。 

・ ＥＢＰＭに際して、政策部局では、統計等データを用いて事実・課

題の把握、政策効果の予測と測定、評価を行う。このようなＥＢＰ

Ｍの取組に必要な統計等データに対するニーズ・要望が顕在化し、

それが統計部局やデータ管理部局に伝達される。要望を受けた統計

部局やデータ管理部局は統計等データの整備・改善を行い、それが

政策部局に提供されて、改善された統計等データの利活用につなが

る。 

・ ＥＢＰＭサイクルの構築には、これを担う職員の意識改革を含めて、

中長期的な視点に立った取組が必要となる。その第一歩として、Ｅ

ＢＰＭ推進の要となる機能を整備するとともに、政策、施策、事務

事業の各段階のレビュー機能における取組を通じてＥＢＰＭを実

践し、手法の開発を行いつつその適用範囲の拡大を図るものとする。 

・ 以上の考え方を踏まえ、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法

律第 103号）に基づく官民データ活用推進基本計画においてＥＢＰ

                                                   
1 統計の作成のために事実の報告を求める調査によって集められた情報や、当該情報を特定の個人や法

人等の識別ができないよう加工した匿名データのこと 
2 行政機関の職員が職務上作成・取得した情報のこと 
3 例えば、標本抽出法、用語の定義、回収・督促状況、母集団推定方法など 
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Ｍ推進の基本的方針を定める。 

 

（２）推進の要の整備 

① 各府省においてＥＢＰＭ推進に係る取組を総括する機能 

・ 府省の行政に関し、ＥＢＰＭ推進に係る取組を総括するＥＢＰＭ推

進統括官（仮称。以下同じ。）を各府省に置く。 

・ ＥＢＰＭ推進統括官は、統計等データの利活用状況のモニタリング

や利活用に関する指導等を通じて、事実・課題の認識、政策の立案

と評価における統計等データの取得・整備・利活用や評価の質の向

上に取り組む。 

・ 統計等データの所在案内や、民間を含む府省内外からの統計等デー

タの問合せや要望への府省としての対応やこれに関する府省間の

調整を担う。 

・ 国以外の機関（公的機関や補助金被交付団体など）が保有するデー

タ等に関する情報の把握・利活用に取り組む。 

・ 府省の行政に関し委託等を受けて地方公共団体がデータを取得す

る場合、府省側の規制等により、地方公共団体内部のデータ利活用

が進まないようなケースへの対応も担う。 

・ これらの活動を支える人材の確保・育成等の役割を担う。 

・ 各府省において、統計部局と政策部局の連携、研究者との協働によ

る分析、統計部局の府省横断的連携、各府省と統計委員会の連携等

を推進する。 

 

② 政府横断的なＥＢＰＭ推進機能 

・ ＥＢＰＭ推進統括官等から構成され、政府横断的なＥＢＰＭ推進機

能を担うＥＢＰＭ推進委員会（仮称。以下同じ。）を官民データ活

用推進戦略会議の下に置く。 

・ ＥＢＰＭ推進委員会は、各府省のＥＢＰＭ推進統括官が行うＥＢＰ

Ｍの取組を政府横断的に推進する。 

・ ＥＢＰＭに係る重点推進分野の政府横断的な決定を担う。 
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・ 統計等データに対する政府内外からのニーズ・要望ヘの対応につい

て、府省をまたがる事案や、ＥＢＰＭ推進統括官では対応が困難な

事案への対応を担う。 

・ 各府省の行うＥＢＰＭを担う人材の確保・育成等に係る政府横断的

な取組を担う。 

・ ＥＢＰＭ推進統括官の取組に対するモニタリング、指導を行う。 

・ 統計等データの利活用を推進するに当たり、統計委員会と密接に連

携する。 

・ ＥＢＰＭ推進委員会の活動については、有識者がチェック、指導、

助言を行うものとする。 

 

（３）政策、施策、事務事業の各段階における取組 

・ 政策、施策、事務事業の各段階においてＥＢＰＭを推進し、政策の

評価を、政策改善と次なる政策立案につなげていく。このため、焦

点を絞り、当面、順次、以下の取組によりＥＢＰＭの実践を進める。

その際、ＥＢＰＭ推進統括官は、これらの取組に係るＥＢＰＭサイ

クルが円滑に実行されるよう指導等を行うものとする。 

（ア）経済・財政再生計画の点検・評価における取組 

「経済・財政再生計画」（平成 27年６月 30日閣議決定）に盛り

込まれた歳出改革等について、経済・財政一体改革推進委員会を

中心に、政策効果が大きいと考えられる主要政策を対象として

効果分析を深掘りするなど、制度・政策効果分析等の歳出改革の

ミクロ分析等を進める。こうした取組の中で、必要な統計等デー

タや分析手法等の検討・開発を進め、各府省の政策におけるエビ

デンスの利活用を促す。 

（イ）政策評価における取組 

統計等データ利活用の推進及び統計等データの評価書等への明

記を、政策評価各府省連絡会議等を通じて改めて徹底する。ま

た、統計等データの利活用状況、分析の妥当性等について、総務

省が各府省から提出された評価書をチェックするとともに、必
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要に応じ、具体的改善策を提示する。加えて、ＥＢＰＭのリーデ

ィングケースの提示を目指し、総務省、関係府省及び学識経験者

による政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究を行う。 

（ウ）行政事業レビューにおける取組 

行政事業レビューシートに成果目標の根拠となる統計等データ

を明記するとともに、成果目標の比較検証性を高めるための取

組を実施することにより、レビューシートによるエビデンスの

明確化を図る。また、行政改革推進会議の下で行われる「秋のレ

ビュー」において具体的事例を取り上げて、ＥＢＰＭの取組につ

いて、外部有識者による試行的検証を実施する。 

 

２．ＧＤＰ統計を軸にした経済統計の改善 

（１）ＧＤＰ統計の体系的整備の全体像 

・ ＧＤＰ統計は、５年ごとに経済構造を詳細に反映して推計する基準

年推計、基準年の経済構造を基に推計する年次推計及び年次推計を

基に推計する四半期推計から構成される。基礎統計や推計手法等の

推計基盤の改善・充実を通じて、加工統計であるＧＤＰの各推計の

精度向上が図られる。 

・ 基準年推計の改善に当たっては、ＧＤＰ統計の基盤となる産業連関

表の供給・使用表 4（ＳＵＴ）体系への移行が重要である。ＳＵＴ

という統一的な体系の下で、経済センサスから投入調査にわたる基

礎統計の拡充・改善等を図り、これまでの従来型の産業連関表経由

の間接的な推計ではなく直接的にＧＤＰを推計することにより、精

度向上が実現される。 

・ 年次推計については、基準年推計の精度向上に加え、サービス関連

統計の統合・拡充、商業統計の年次化等によるビジネスサーベイ（仮

                                                   
4  供給表は、各生産物がどの産業により生産されたか等をマトリックスで記述する表である。一方、使

用表は、各生産物がどの産業の生産のために原材料として投入（使用）されたか、またどの最終需要

（家計消費等）に回ったか等をマトリックスで記述する表である。 
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称）5の創設により、年次ＳＵＴの改善及び年次ＧＤＰ推計の精度

向上が図られる。 

・ 四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）についても、年次推計の精度向上とと

もに、家計統計や法人企業統計等の基礎統計の改善・充実や加工・

推計手法の改善により、精度向上を進めていく。 

・ さらに、経済実態のより正確な捕捉を図るため、国際的議論に積極

的に参画しつつ、知的財産投資やシェアリングエコノミーを含む新

分野をＧＤＰへ取り込む検討を進める。また、物価変動の影響を除

くための品質変化を考慮したデフレーターに係る基礎統計の充実

は、実質ＧＤＰの精度向上や生産性分析の精緻化につながると期待

される。 

 

（２）より正確な景気判断に資する基礎統計改善、ＧＤＰ統計の加工・推計

手法改善に向けた取組 

・ 「統計改革の基本方針」（平成 28 年 12 月 21 日経済財政諮問会議

決定）（別紙Ⅰ、Ⅱ等）に基づき、家計調査におけるＩＣＴの積極

活用、法人企業統計の早期化に向けた試験調査・検証や、ＱＥの需

要側統計と供給側統計の新たな加工・推計手法の開発など、ＧＤＰ

統計の基礎統計や加工・推計手法の改善に 2017 年度から順次取り

組む。 

 

（３）生産面を中心に見直したＧＤＰ統計への整備 

① ＳＵＴ体系移行の主な意義 

・ ＳＵＴ体系において、生産側ＧＤＰ（産業別付加価値）や支出側Ｇ

ＤＰ（最終需要項目）について、これまで産業連関表を経由して推

計していたＧＤＰを直接推計することが可能となり、経済構造の実

態がより正確に反映される。ＳＵＴ体系への移行により、使用する

データが企業側の報告しやすい事業所ベース等の情報となるため、

                                                   
5  統合・拡充したサービス産業関連統計、年次化した商業統計、工業統計等により構成される、ＧＤＰ

統計の推計等に必要な項目を産業横断的に把握するための新たな枠組み 
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原材料等の投入構造等についてより少ない仮定の下で推計が可能

となり、推計精度の向上が期待される。 

・ ＳＵＴ体系では基礎統計とＧＤＰ統計の対応関係がより明確化し

て基礎統計の体系的整備のための改善点の整理が可能となり、今般

のＳＵＴ体系移行を契機に各種年次基礎統計が整備される。それが

年次ＳＵＴの改善を通じて年次推計やＱＥのより早い時点からの

精度向上につながり、基準年次の基礎統計やＳＵＴの整備と相まっ

て、ＧＤＰのより的確な把握が可能となる。 

・ Ｇ７諸国は日本を除きＳＵＴ体系を既に導入しており、日本におい

ても、基礎統計の拡充・改善等を図りつつＳＵＴ体系への移行を推

進することは、国際的潮流に合致する。 

 

② ＳＵＴ体系に移行するための基盤整備 

・ サービス分野を含め経済・産業構造の現状を的確に把握するための

生産物分類・産業分類の整備、ＳＵＴなどの各種統計作成の基盤と

なるビジネスレジスター6の整備（法制面も含む。税務情報の活用

について、最終取りまとめに向けて引き続き検討）や経済センサス・

投入調査の拡充・改善、サービス関連統計の統合・拡充を含むビジ

ネスサーベイ（仮称）の創設とこれらの取組によるカバレッジの拡

大、精度の高いＳＵＴを作成するための手法の検討・開発について、

2017年度から順次取組を進める。 

・ これらを統一的に推進するため、総務省・内閣府が中心となって分

類、基礎統計及び加工統計（産業連関表・ＧＤＰ統計等）の担当か

ら構成されるプロジェクトチームを結成することとし、最終とりま

とめまでに、本推進会議における議論を踏まえ、体制の具体化を図

る。 

 

 

                                                   
6 全国の事業所・企業に係るデータを収録したデータベースであり、統計調査のための名簿情報のほ

か、経済センサス等の調査結果や各種行政記録情報からのデータを収録したもの 
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③ ＳＵＴ移行に向けたスケジュールとリソースの確保 

・ 2021 年度に年次ＳＵＴの改善を図り、2020 年を対象年次とする産

業連関表（2024 年度公表予定）でサービス分野のＳＵＴ作成等を

進め、2025 年度に予定される国民経済計算（ＳＮＡ）の基準改定

で、副業の生産構造や投入構造の把握改善による年次ＳＵＴの刷新

に取り組む。 

・ 2025 年を対象年次とする産業連関表（2029 年度公表予定）からＳ

ＵＴ体系に移行し、2030 年度に予定されるＳＮＡの基準改定にお

いて、全産業の直接推計による年次ＳＵＴの構築に取り組む。 

・ ＳＵＴ体系への移行は，2030年頃までの長期間・多方面かつ研究・

開発・調査推計等の多段階にわたるプロセスである。こうしたプロ

セスを着実に実施するために必要なリソース確保について、最終取

りまとめに向けて引き続き検討する。 

 

３．ユーザーの視点に立った統計システムの再構築と利活用促進 

（１）統計システムの再構築 

① 統計的分析手法における利活用の対象拡大 

・ 情報通信技術の発展に伴うデータ処理・分析能力の高度化や、客観

的な証拠に基づく政策立案・学術研究の必要性の高まりなどに対応

し、統計及び統計ミクロデータの更なる利活用とともに、新たに行

政記録情報や民間の保有する各種データの積極的な利活用も統計

システムに組み込んで、統計等データを有機的・効果的に利活用し

た統計的分析などを積極的に促進する。このため、統計関係法制に

ついて、総合的に見直しを行う。 

・ このような統計等データの利活用促進のためには、セキュリティ確

保や、各種調査に対する報告者等の信頼維持が不可欠である。この

ため、ＥＢＰＭ推進委員会が、統計委員会の意見を聴取しつつ、統

計等データの性質、利用目的、ユーザーやその分析能力、利用環境

（セキュリティ環境等）等の類型に応じた、各府省が統計等データ

の利活用と保護についての判断をするに当たっての基本的なガイ
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ドラインを定めることとし、その方向性を最終取りまとめに向けて

検討する。 

・ ガイドラインに基づく各府省による統計等データの提供等が円滑

に行われるよう、ＥＢＰＭ推進委員会においても必要に応じ調整を

行う。 

 

② 地方自治体・民間が保有するデータの取扱い 

・ 各府省の保有する統計等データと地方自治体や民間（公的性格を有

する法人を含む。）の保有する各種データとの間のリンケージや相

互利活用、地方自治体や民間の保有する各種データに対する各府省

からのアクセス要請等の在り方について、地方自治体や民間にとっ

てのインセンティブ、各府省におけるセキュリティ確保、利活用し

やすい形式への変換や標準化、必要な制度の整備等の観点も踏まえ

つつ、最終取りまとめに向けて引き続き検討を行う。 

 

（２）利活用の促進 

① ユーザーのニーズを反映する仕組み 

・ これまで各府省の個々の取組が中心であったユーザーのニーズの

把握と、それらのニーズの、統計整備、統計等データの利活用やそ

の際の手続きの簡素化等への反映を促進し、さらにこれらを統一

的・継続的に行っていくため、各省横断的に、毎年時期を定めて統

計に関する提案を広く募集し、その提案に対する対応等を公表する

オープンな取組を推進する。 

・ 統計調査の設計に当たっては、府省内外の政策部門やユーザーの意

見を求めることなどにより、ユーザーのニーズを反映する。 

 

② 利活用の基盤の整備 

・ 統計等データのインベントリ（目録）や安全な利活用体制、個別統

計相互間の比較と統合型活用を可能とする関連情報の提供を含め

た利活用に適した形での統計等データの管理・提供、ユーザーのデ
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ータ・リテラシーの向上など、各種基盤の整備を推進する。 

・ このため、ｅ-Ｓｔａｔ(政府統計の総合窓口)の機能強化、官学連

携によるオンサイト施設 7の整備の推進（法的に位置付けることも

含む。）、一般の人が利用できる匿名データの提供、統計的利活用に

即した形での行政記録情報の標準化・電子化、統計間で整合的な地

域区分による比較・再集計可能性の向上、統計研修の充実・強化等

を行う。 

・ ＥＢＰＭ推進統括官は、これらの取組も活用しながら統計等データ

の提供を推進するとともに、ＥＢＰＭ推進委員会が必要に応じ意見

提示等を行う。 

 

③ 所在案内、要望への対応等 

・ 統計等データの所在案内や、民間を含む府省内外からの統計等デー

タの問合せや要望への府省としての対応やこれに関する府省間の

調整については、ＥＢＰＭ推進統括官の総括の下で行うこととし、

所在案内等に係る必要な体制を整備する。（１（２）①参照）。 

 

④ 公表の迅速化、作成方法等の開示等 

・ 報告者の実務上の課題や回答負担の軽減に留意しつつ、電子化の促

進や作業の効率化等による統計調査の公表の迅速化、作成過程の透

明化等を更に推進する。 

・ 現在、取りまとめ中の「統計ユーザーのニーズに関する調査」で把

握された、作成・提供等に係るユーザーの個別の意見・要望を踏ま

え、改善策を最終取りまとめに向けて検討する。 

 

４．報告者負担の軽減と統計行政の見直し・業務効率化、基盤強化 

（１）報告者負担の軽減 

① 報告者の声を反映する仕組み 

                                                   
7 データの持ち出しができない仕組みや作業内容の監視システムなど、高度な情報安全性を備えること

により、その場所限りで機密性の高いデータの利活用を可能とする施設 
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・ これまで各府省で個々に行われてきている報告者の声の把握や、そ

れらの声の統計調査への反映を促進し、さらにこれらを統一的・継

続的に行うため、各府省横断的に、毎年時期を定めて報告者の声を

広く把握し、その声に対する対応等を公表するオープンな取組を推

進する。 

・ 統計調査の設計に当たっては、事業者との協働による調査設計を行

う、報告者の声を求めるなどにより、報告者の負担軽減を図る。 

 

② 負担軽減のための新たな仕組み等 

・ 報告者の同意を得て、当該報告者が別に各府省に報告した行政記録

情報を、統計の作成等に転用することを可能とする仕組みや、詳細

な調査に代えて、企業内の既存データの提供を求めたりすることを

可能とする仕組みについて、報告者・作成者の双方の見解を把握し

つつ構築する。 

・ さらに、報告者の負担感の軽減のため、調査に当たってわかりやす

い説明ができるよう、統計調査員等の能力向上を図るための具体策

を講ずる。 

・ 一方、報告者の公平感を確保するため、悪質な報告拒否への対応の

在り方について、最終取りまとめに向けて引き続き検討する。 

 

③ 類似調査の事前確認、負担の声への対応 

・ 各府省で統計調査や各種調査・アンケート等を新たに行おうとする

者は、その設計等に先立って、求めるデータの存在の有無や所在を、

自府省のＥＢＰＭ推進統括官に確認する。また、総務省は、各府省

が統計調査を行う際に行っている審査において、当該府省のＥＢＰ

Ｍ推進統括官とも連携し、上記の確認の結果も活用することにより、

審査を簡素化・迅速化する。 

・ 報告者の負担の声の受付、調査部局・作成部局への橋渡し、調整等

については、ＥＢＰＭ推進統括官の総括の下で行うこととし、必要

な体制を整備する。 
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④ 調査事項の重複、オンライン調査の使い勝手等への対応 

・ 個別統計についての調査事項の重複の是正、オンライン調査の使い

勝手の改善等につき、現在、取りまとめ中の「統計調査の負担感・

重複感の実態に関する調査」で把握された個別の意見・要望等を踏

まえ、最終取りまとめに向けて検討する。 

 

（２）統計行政の見直し・業務効率化 

① 基礎統計全般の改善 

・ ２．に掲げる基礎統計の改善と合わせ、基礎統計全般について、本

年中に行う「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 26年 3

月 25 日閣議決定）の見直しの中で、その改善の検討を徹底すると

ともに、更なる改革・改善の取扱いについて最終取りまとめに向け

て検討する。 

 

② 統計棚卸し（統計版ＢＰＲ）の実施 

・ 現在、総務省の審査は、各府省が統計調査を行う際に事前に行って

いるが、利活用の状況等を踏まえた見直しや業務効率化・ＩＴ化の

推進、問題事案の発生防止等のため、事前の審査を簡素化・迅速化

し、事後のモニタリングに重点を移す。 

・ このため、各府省の統計調査について統計精度の観点から見直すＰ

ＤＣＡスキーム 8の取組と合わせて、既存の統計全般について、統

計委員会に統計専門家、ユーザー、報告者、業務コンサルタント等

からなる「統計棚卸チーム（仮称）」を設置し、具体的な棚卸計画、

棚卸対象、棚卸事項等を定めて定期的な棚卸しを行い、モニタリン

グと継続的な改善を実施すること等により、統計の利活用の促進、

報告者負担の軽減、業務効率化 9等を徹底する。 

                                                   
8 総務省・統計委員会が中心となって、個別の政府統計について、その精度に係る計画的・定期的な検

査を実施し、これを改善していく仕組み。 
9 「統計改革の基本方針」の別紙Ⅳにおける統計分野の業務効率化等について、各府省における取組を

推進する。 
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・ また、各府省内においては、利活用の状況や寄せられるニーズ等を

踏まえつつ、統計の状況を不断に把握することとし、ＥＢＰＭ推進

統括官がこれを総括する。 

 

③ 民間委託の品質確保・向上 

・ 民間委託された調査の品質維持・改善のため、事業者に関する資格

制度の活用や、入札方法の工夫、確保すべき統計の品質目標の達成

の徹底等を推進する。 

 

④ 各府省の統計機構の一体性の確保、地方統計機構・統計調査員の活性

化 

・ 各府省が所管行政に関連する統計の作成等を担う現行の分散型統

計機構は、各府省内で各原局、原課に作成体制が分散していること

と相まって、統一的な考え方に基づく統計の企画立案や異なる統計

間の相互比較可能性向上の取組の不徹底といった縦割りの弊害が

指摘されており、また、既存のリソースの有効活用の観点からも問

題視されている。各府省の統計機構の一体性の確保は、今般の統計

改革の円滑な推進や、サービス統計を含む今後の基礎統計の更なる

拡充・改善の観点から重要な課題であり、最終取りまとめに向けて

引き続き検討する。 

・ また、地方自治体に置かれる地方統計機構や統計調査員の活性化、

統計調査における国と地方の分担関係の在り方、地方の作成する統

計に対する国による一体性確保・支援の必要性について、地方自治

体の意見を把握しつつ、最終取りまとめに向けて引き続き検討する。 

 

（３）統計改革の推進の基盤強化 

① 統計改革のためのリソースの確保 

・ 今般の統計改革は、前例のない大改革であり、決して後退させずに

確実に改革を成し遂げるためには、中長期にわたる継続的な取組と

その後の事業を支えるリソースが必要である。このため、既存のリ
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ソースの有効活用を図るとともに、ＥＢＰＭ推進体制の構築、ＧＤ

Ｐ統計を軸とした経済統計の改善、ユーザーの視点に立った統計シ

ステム再構築と利活用促進など各般にわたる改革のリソースの計

画的確保について、最終取りまとめに向けて引き続き検討する。  

 

② 人材の確保・育成に関する方針の策定、推進 

・ データに基づく合理的な思考により課題を解決する能力（情報処理

技術の発展に伴うデータ処理・分析能力の高度化に伴い世界的に求

められている、統計的な計算力にとどまらない行政課題の解決に向

けた統計的な思考力など）を身につけ、ＥＢＰＭの実践や推進、加

工統計を含む統計の作成や提供等に携わる分厚い人材層を総合的

に構築し、それらに必要なリソースを確保するため、人材の確保・

育成等に関する方針を策定する。 

・ 本方針には、幹部職員を含む一般行政職員の情報活用能力・データ

分析能力の向上策や、ＥＢＰＭを推進する人材の確保・育成等の方

策を盛り込むとともに、各府省の統計部門の人材についても、必要

なポスト整備、人材の採用・確保・研修、人事サイクルや経験すべ

きポスト、人事交流等の育成方策を盛り込む。その際、自己研さん

や官学・国際間の交流の機会といった各府省の職員が能力向上に取

り組むインセンティブの付与に配慮する。 

・ 併せて、各府省が出向等により受け入れた民間の専門人材がその能

力を十全に発揮できるような組織・人事運営、優れたデータ分析環

境の提供及び復帰後の組織でも評価されるような勤務経験の付与

等を通じた各府省の統計部門における勤務の魅力の向上、各府省に

おける将来の受け入れを視野に入れた民間の専門人材の教育・育成

の支援にも配慮する。なお、各府省勤務が復帰後の組織でキャリア

上評価されるようなシステムについては、復帰後の組織の自主性を

尊重する観点に配慮する必要もあることから、最終取りまとめに向

けて引き続き検討する。 
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③ 国・地方の統計機構のメリハリある体制整備 

・ 長年にわたり統計の組織・人員がスリム化される一方、統計に対す

るニーズの高度化・多様化が進む中、統計機構においては新たな課

題に取り組む人的リソースの余裕がなく、特定の職員に過度の負担

がかかるような状況となっている。このような状況を解消するため、

全体としては電子化等による業務の効率化を行いつつ、例えば、他

府省に横展開すべき良い先例となる取組を行う機関や、各府省にメ

リットが及ぶ基盤的な業務を引き受ける機関には、それに必要な人

員を確保するなど、新たな課題への対応のインセンティブを強化す

るメリハリのある体制整備を行う。 

 

④ 統計委員会の機能強化 

・ 改革の遂行を専門技術面・信頼確保の面から支えるとともに、これ

を一過性のものとせず、今後の環境変化に統計行政が迅速・的確に

対応できるよう、統計委員会の専門性と公正性･中立性を強化する

とともに、その自律性・機動性を高める観点から、府省横断的な司

令塔としての統計委員会の機能を強化する（各府省における統計の

継続的改善、ユーザーや報告者の声の反映、業務の見直し等を支え

る建議・勧告・フォローアップ機能や要望把握機能の付与・強化、

行政記録情報等の利活用の技術的観点・中立的観点からの支援の強

化、専門知識を有する委員や作成者・報告者・ユーザーの声を代表

する委員の確保、国際動向等の情報収集機能の強化、これらを支え

る研究機能の強化など）。その際、強化された機能を十全に発揮で

きるような委員会運営を確立する。 

・ これらの機能強化と併せて、統計委員会自らの説明責任を強化し、

統計に対する信頼を確保するため、外部的な視点も導入して、統計

の品質保証や統計行政の進捗の評価を行う自律性・専門性を有した

体制の整備について、最終取りまとめに向けて検討する。 

 


